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的場聖明
京都府立医科大学 大学院医学研究科
循環器内科学

2026年3月18日 第7回京都府循環器病対策推進協議会

京都府脳卒中・心臓病等総合支援センターの取組

心臓病相談・支援について



心不全教室 参加者 1000名（延べ人数)突破 2025/12/9



血圧計 心電計

パネル

市民公開公開講座チラシ

対応件数
計７５名中
内訳男性/女性

52/23

年代別内訳
20代：17名
30代：7名
40代：９名
50代：10名
60代：３名
70代：９名
80代～：20名

血圧測定：62名
心電計：48名

血圧・心電計両測定者は36名

相談件数：32名

対応件数

男性 女性

ヘルス博での血圧・モニター心電図測定と相談



京都府立医大病院オープンホスピタル
からの来場者約200名



学区主催のいきいき相談の講師として健康相談

地域住民16名参加



循環器病総合支援センター・脳卒中相談窓口だより
2025/12月～毎月発行



今年度は時間枠延長し

「チームで支える 在宅
心不全ケアの一歩先」
について講演

⑦社会連携に基づく循環器病対策・循環器病患者支援



令和7年度 在宅支援者対象講演会を6回開催

好評につき今年度は
8月から１２月まで
期間延長し開催中

今年度のトピック
「いきかたノート」
について情報提供予定



・患者会と共催し「思春期の心臓病教室」開催
・移行期医療支援センター「移行期支援看護外来」開設
・北里大学附属病院と情報共有作成「社会保障制度早見ツール」
外来診察室に配架

⑨小児期・若年期から配慮が必要な循環器病への対策



京都府立医科大学附属病院広報紙「かもがわ」vol44より

小児診療科 成人診療科



京都府立医科大学附属病院広報紙「かもがわ」vol44より



令和７年度 相談実績 ：904件（～１月）

（対面 770件・電話 134件・その他 0件）

相談内容
※相談件数の多い項目上位１０項目

件数

食事・服薬・入浴・運動・外出 708

不安・精神的苦痛 184

治療 101

検査 61

社会生活（仕事・就労・学業） 49

生きがい・価値観 47

介護・看護・養育 46

医療費・生活費・社会保障制度 45

⑩ 循環器病に対する適切な情報提供・相談支援



循環器病総合支援センター・脳卒中相談窓口 相談実績報告

令和7年度



心不全診療ガイドライン 2025



整理番号(6桁) 申請技術名 申請学会名

心不全再入院予防継続管理料 日本循環器学会

概要図書式

2020
年

2021
年

2022
年

2023
年

2024
年

心不全入院患者数 29344
5

27397
0

28552
1

28481
5

29436
3

うち急性心不全入院患者数 13673
7

13117
9

13494
3

13732
7

14843
0

うち慢性心不全入院患者数 13282
2

12275
4

12897
0

12782
6

12044
0

心不全入院中死亡数 23363 21931 23461 25023 25282

➢ 心不全で入院した患者に対して、関係学会のガイドラインに沿って継続的に心不全の評価を行 い、適切な療養指導の
下で必要な治療等を実施した場合の評価を新設する。

背景：心不全パンデミックと言われるなかで、心不全は再入院率や死亡率が高く、再発・重症化予防が課題である。
心不全は増悪するごとに徐々に身体機能が低下し、入院を繰り返す患者は予後不良であることが示されている。
心不全に対して多職種による療養指導を行うことで、死亡・再入院を半減できるというデータ（図）もあり、
心不全で入院した患者に対して、回復期、外来まで、継続的な心不全の療養指導を行うことが求められている。

包括的な教育介入による心イベントの抑制効果多職種介入による心イベントの抑制効果

Kinugasa Y, et al. Health Serv Res. 14:351.2014

心不全入院患者の推移

日本循環器学会 2024年循環器疾患診療実態調査報告書

対象：18歳以上で呼吸困難等の症状を伴う急性心不全（慢性心不全の急性増悪を含む）を発症し、入院が必要となった患者
イ：心不全を発症し、急性期治療を行う保険医療機関の一般病棟に入院している患者であって、心不全に関する評価及び必要な治療等を実施したもの
ロ：イを算定していた患者であって、リハビリテーション医療等を担う病棟において継続的に心不全に関する評価及び治療等を実施
ハ：イを算定していた患者であって、外来において継続的に心不全に関する評価及び治療等を実施したもの

算定要件：関係学会より示されている「心不全診療ガイドライン」に沿った適切な心不全の評価及び治療、心不全療養指導が実施された場合に算定する。
イ、ロについては、心不全で入院した患者に対して、再発予防を目的として継続的な心不全療養指導を行った場合に、各病棟において当該入院中１回に限り算定する。
ハについては、イを算定したものに対して、継続的な心不全療養指導を行った場合に、月１回に限り算定する。

年間対象患者数：約13万人 国内年間実施回数：4万回を想定
予想影響額：年間約26億円の削減 入院の抑制費用 22928点/1入院×2万人＝458,560,000点(約46億円)、本診療報酬 最大7250点/年×4万人×7割＝203,000,000点（約20億円）

施設要件：1. 心不全の診療を行うにつき十分な体制が整備されていること。
2. 当該体制において、心不全の診療を担当する医師、看護師、薬剤師、管理栄養士、理学療法士などによる多職種のチームが適切に配置されていること。

人員要件：（１）当該保険医療機関内に、以下の職種が連携して診療を行う体制が整備されていること。 ア 心不全の診療を担当する専任の常勤医師、イ 専任の常勤看護師（心不全療養指導士

等、心不全に関するトレーニングを受けたもの）、ウ 上記に加え、薬剤師、管理栄養士、理学療法士などによる多職種のチームができていること
（２）当該保険医療機関内において、「心不全診療ガイドライン」を参照にした上で、院内職員を対象とした「心不全療養指導」の研修会を年に１回以上実施すること。





多職種による慢性心不全予防が保険診療・新設!!（2/13）
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